千葉市大規模小売店舗立地法に関する連絡会議設置要綱
（設置）
第１条　本市は、大規模小売店舗立地法に関する連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。
（目的）
第２条　連絡会議は、本市が所管する大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）の運用に関する事務について協議し、もって法の趣旨に則した執行を円滑かつ適正に図ることを目的とする。
（組織）
第３条　連絡会議は、会長及び委員をもって組織する。
２　会長は、経済農政局長の職にある者をもって充てる。
３　委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。
（会議）
第４条　連絡会議の会議は、必要に応じ会長が招集する。
２　会長が必要と認める場合は、委員以外の者を出席させることができる。
（幹事会）
第５条　連絡会議に幹事会を置く。
２　幹事会は、届出内容の審査及び協議を行う。
３　幹事会は、別表２に掲げる職にある者をもって組織する。
４　幹事長は、経済農政局経済部長の職にある者をもって充てる。
５　幹事長は、必要があると認めるときは、幹事以外の者を幹事会の会議に出席させることができる。
（庶務）
第６条　連絡会議の庶務は、経済農政局経済部産業支援課において処理する。
（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は会長が別に　定める。
附　則
この要綱は、平成１０年５月２９日から施行する。

附　則
この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成１２年３月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成１２年６月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成１４年６月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
　　附　則

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。
別表１
	局長
	部長

	市民局長
	市民自治推進部長

	環境局長
	資源循環部長

環境保全部長

	都市局長
	都市部長

建築部長

公園緑地部長

	建設局長
	土木部長

道路部長

	教育長
	学校教育部長

	経済農政局
	経済部長


別表２
	局
	部
	課

	市民局
	市民自治推進部
	地域安全課長

	環境局
	資源循環部
	産業廃棄物指導課長

	
	環境保全部
	環境規制課長

	都市局
	都市総務施策調整班担当課長

	
	都市部
	都市計画課長

	
	建築部
	建築指導課長

宅地課長

	
	公園緑地部
	緑政課長

	建設局
	土木部
	土木管理課長

	
	道路部
	道路計画課長

自転車政策課長

	教育委員会
	学校教育部
	学事課長

	経済農政局
	経済部
	産業支援課長


